予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費　
	事業名: 新 水源地域保全対策推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

林政部　林政課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3020）

　　　　　　　　　E-mail：c11511@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,158千円（前年度予算額：  -  千円）　
	要求内容


	１　要求の内容


○基本指針の作成

　・水源地域に関する基本的事項について、指針を作成する。
○水源地域（仮称）の指定

　・基本指針に基づき、水源林を中心に、県内で保全すべき水源及びその周辺区域を水源地域（※仮称、以下同じ。）として指定する。
○土地取引に関する事前の届出に対する助言
・水源地域内の土地取引等の契約を行う前に、県へ届出を義務付ける制度を開始し、県は、届出者等に対して助言を行う。
○条例の広報活動
・水源地域の保全に関するシンポジウムを開催し、県民の理解を深める。

・チラシ等により条例の周知を行う。

○岐阜県水源地域保全審議会（仮称）の開催 

・基本指針の作成、水源地域の指定にあたって意見を聴取するため、大学教授等の専門家や林業関係団体の長をメンバーとする「岐阜県水源地域保全審議会（仮称）」を開催する。
・また、事前届出の内容に関して、県が助言をする際に、必要に応じて同審議会の意見を聞く。
	２　所要経費


（1） 委員報酬　　　　　　　　　　　　　　441千円
（2） 水源地域保全審議会運営費　　　　　1,293千円
（3） 水源地域保全条例普及・啓発費　　　2,424千円

	決定額の考え方


広報活動にかかる普及・啓発の印刷費について額を精査し、所要額を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0

	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,158
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,158

	決定額
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,500


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　水源地域の保全に関する基本指針を作成し、水源地域内の土地取引について事前の届け出制を導入することで、売買等の情報を把握し、売り主や買い主に対して、適正な土地利用を促すための助言を行うことにより、水源地域の保全を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　例えば、水源地域は、水源林等の保全すべき対象のことであり、指定する面積が広ければ良いと言えるものではない。届出件数は、水源地域内における取引件数の大小に左右されるもので、多ければ良いと言えるものではない。また、助言件数は届出件数と同値になる（届出を受けたもの全てに助言する）。
　このほかに定量化が可能なものはない。


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	土地取引（水源林等の売買）を事前に把握する法規制はない。

取得目的が不明の土地取引が行われることで、水源の独占や水の採取による水道水等の渇水などの懸念、県民の不安感につながるとして、他道県では条例を制定して、売買等の情報を把握し、土地所有者等に対する助言等を行っている。

清流を守り・育むため、本県においても同様の条例を制定し、水源地域を保全する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
まずは、新たな条例を広く県民等に認識してもらうこと、また、水源林をはじめとして水源地域を保全する重要性についても認識してもらうことが必要。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　チラシ等を作成し、新たな条例の周知を行う。

また、条例施行の初年度ということで、水源地域の保全に関するシンポジウムを開催する。



